
資料８国会等の移転の検討状況について

国会等の移転に関する決議
（平成２年１１月 衆・参本会議で採択)

（１）審議会答申までの動き

衆・参 国会等の移転に関する特別委員会 設置 （Ｈ３．８）

※ 国会等の移転に関する特別委員会は、以降、第１５６回
国会（Ｈ１５．７会期末）まで、ほぼ毎国会において設置された。

国会等移転に関する主な経緯
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国会等の移転に関する法律 （Ｈ４．１２施行、議員立法）

前文（抄）
（略）
このような状況にかんがみ、一極集中を排除し、多極分散型国土の形成に資すると

ともに、地震等の大規模災害に対する脆弱性を克服するため、世界都市としての東京
都の整備に配慮しつつ、国会等の東京圏外への移転の具体化について積極的に検討を
進めることは、我が国が新しい社会を建設するため、極めて緊要なことである。
もとより、国会等の移転のみで問題が解決するものではなく、これと併せ、地方分

権その他の行財政の改革等を推進することにより、自主的で創造的な地域社会の実現
を図っていくことが肝要であり、また国会等の移転をそのような改革の契機として活
用していくことが重要であると確信する。
ここに、国会等の移転を目指して、その具体化の推進のために積極的な検討を行う

べきことを明らかにし、そのための国の責務、基本指針、移転先候補地の選定体制等
について定めるため、この法律を制定する。

国会等移転調査会 設置 (Ｈ５．４ 総理府に設置)
移転の対象の範囲,移転先の選定基準等について調査審議

国会等移転調査会報告 （Ｈ７．１２） →内閣総理大臣から国会に報告

国会等の移転に関する法律の一部改正 （Ｈ８．６ 施行、議員立法)

国会等移転審議会 設置 （Ｈ８．１２ 総理府に設置)
国会等の移転先の候補地の選定等について調査審議
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国会等移転審議会答申 （平成１１年１２月２０日） 抜粋

移転先候補地として、北東地域の「栃木・福

島地域」又は東海地域の「岐阜・愛知地域」を

選定する。

「三重・畿央地域」は、他の地域にはない特

徴を有しており、将来新たな高速交通網等が

整備されることになれば、移転先候補地とな

る可能性がある。

→内閣総理大臣から国会に報告
（平成１１年１２月２１日）
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国会等の移転に関する法律

第四章 移転に関する決定

第22条 審議会の答申が行われたときは、国民の合意形成の状況、社会経済情勢の諸事情に配慮し、東京都
との比較考量を通じて、移転について検討されるものとする。

第23条 移転を決定する場合には、第13条第２項の規定による報告を踏まえ、移転先について別に法律で定
める。
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第13条 審議会は、内閣総理大臣の諮問に応じ、移転先の候補地 （以下「候補地」という。）の選定及びこれに関連する事項について調査審
議する。

２ 内閣総理大臣は、前項の諮問に対する答申を受けたときは、これを国会に報告するものとする。

（２）答申後の国会の動き

衆議院
国会等の移転に関する特別委員会

参議院
国会等の移転に関する特別委員会

Ｈ１５．５．２８ 中間報告 （5.29本会議報告）

過去１２年間にわたる議論を通じ、委員会の大半の意
見は「移転を実現すべし」とするものであった。

最終段階における議論としては、直ちに国会等の移転
を決すべきとの意見もあったが、社会経済情勢の変化
を十分に踏まえ、移転の規模・形態等について、さらに
議論を続けるべきとの方向であり、特に、審議会答申を
基本とした上で、国会等を分散して移転すべきとの新た
な発想が示された。

両院の密接な連携の下に検討を進め結論を得られるよ
う要請する。

Ｈ１５．６．１１ 中間報告 （6.13本会議報告）

直ちに移転すべきかどうかについては、議論が収斂する
には至らなかった。

しかし、大地震等にさらされた場合、深刻な危機を招来す
ることになりかねないことから、本委員会としては、今日の
経済財政情勢、国民の合意形成の状況等を勘案し、防災
対応機能、危機管理機能の中枢を優先して移転させるとと
もに、その他の機能についても、移転先を決定し、移転を
実施すべきものと考える。

引き続き、両院の密接な連携の下に議論を進めることが必
要と考える。

※ 国会等の移転に関する特別委員会は、衆参とも第１５６回国会（Ｈ１５．７会期末）の後は設置されていない。



国会等の移転に関する政党間両院協議会 平成１５年６
月１６日 設置

（これまでに15回開催）

事務局（H17設置）：

衆議院災害対策調査室、国土交通調査室

参議院内閣調査室、国土交通調査室

「座長とりまとめ」 （Ｈ１６．１２．２２）

→衆・参の議院運営委員長に報告

「国会の意思を問う方法」について検討を重ねてきたが、
国会等の移転は、国と地方の新たな関係、防災、危機管
理のあり方など、密接に関連する諸問題に一定の解決の
道筋が見えた後、大局的な観点から検討し、意思決定を
行うべきものであるとの意見が多くを占めた。

当協議会としては、今後は、上記意思決定に向けた議論
に資するため、分散移転や防災、とりわけ危機管理機能
（いわゆるバックアップ機能）の中枢の優先移転などの考
え方を深めるための調査、検討を行うこととする。

平成18年度に、防災、とりわけ危機管理機能（いわゆる
バックアップ機能）の中枢の優先移転などの考え方を探
るための経費として、衆参の事務局に、議員調査旅費等
の所要の予算が計上されている。

国土交通省においても、これと連携し協力していくこと
としている。
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